
歳出の状況 257億2,770万円

扶助費
44億635万円
17.1%

義務的経費
103億4,812万円

40.2%

その他の経費
101億4,890万円

39.5%

投資的経費
52億3,068万円

20.3%

人件費
33億7,148万円

13.1%

公債費
25億7,029万円

10.0%

民生費
79億2,940万円

30.8%

教育費
49億8,387万円

19.4%総務費
32億5,100万円

12.6%

土木費
26億9,169万円

10.5%

公債費
25億7,029万円

10.0%

衛生費
13億9,269万円

5.4%

消防費
10億2,418万円

4.0%

農林水産業費
8億4,712万円

3.3%

普通建設事業費
52億3,068万円

20.3%

物件費
32億9,871万円

12.8%

補助費等
27億7,355万円

10.8%

繰出金
22億3,241万円

8.7%

積立金
11億5,174万円

4.5%

貸付金　　　５億1,498万円  2.0%
維持補修費　１億7,751万円  0.7%

商工費　８億4,338万円  3.3%
議会費　１億9,251万円  0.7%
労働費　 　  　157万円  0.0%

歳 出
性質別

歳 出
目的別

■義務的経費の増加
　扶助費について、教育・
保育施設型委託事業、障が
い児通所支援給付事業等に
より増となった一方、人件
費については、時間外勤務
手当等で減となりました。
　義務的経費全体としては
前年度に比べ2,557万円、
0.2％の増となりました。
■投資的経費の増加
　普通建設事業において、
大松山運動公園拡張整備事
業、石橋中学校大規模改修
事業、仁良川地区道路整備
事業等の増になりました。
　投資的経費全体としては
前年度に比べて15億2,957
万円、41.3％の増となりま
した。

■民生費の増加
　認定こども園整備事業、保育園
事業の教育・保育施設型委託事業、
ゆうゆう館改修事業により増とな
る一方、社会福祉施設整備補助事
業、臨時福祉給付金（経済対策
分）給付事業、ふれあい館改修事
業等が減になりました。
　前年度決算額76億5,351万円
に対し、２億7,589万円、率にし
て3.6％の増となりました。
■農林水産業費の減少
　県単独農業農村整備事業、農業
振興地域整備促進事業、道の駅し
もつけ管理事業の増となる一方、
農業基盤整備促進事業、６次産業
化推進事業、農業水利施設保全対
策事業等が減となりました。
　前年度決算額10億5,491万円
に対し、２億779万円、率にして
19.7％の減となりました。
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